
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令 和 4 年度 事 業 報 告 書

令和4年4月 1日  から 令和5年3月 31日 まで
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2022年度は、日本を含む16カ 国において33の事業を実施した。海外の緊急支援活動として、アフガニスタ
ン南東部で発生した大地震の被災者、国上の3分の1が浸水する被害を受けたパキスタンの洪水被災者、物
価高騰および食糧危機に直面するケニアの地域住民、2023年 2月 に発生した トルコ地震の被災者への支援を
実施した。活動にあたっては治安状況に十分配慮し、現地職員や支援を受け取る方々の安全を確保しなが
ら行った。そのほかの活動地では、ウクライナ難民やシリア難民、ロヒンギャ難民、南スーダン難民、コ
ンゴ民主共和国難民支援を継続。長期化する避難生活やコロナ禍の生活を支えるための個別支援や食料・
衛生用品の配付のほか、難民キャンプ・居住地内の学校施設や教育環境を整備し、子どもや青少年の就学
を後押しした。また、障がい者支援や地雷・不発弾対策、感染症対策などの分野にも引き続き重点を置
き、幅広い活動を実施した。国内では、東日本大震災被災者支援として障がい者、高齢者、子どもを主な
対象とし、心身の健康維持活動および被災コミュニティの強化支援を岩手、宮城、福島県で継続して実施
した。また、記録的大雨によって浸水など甚大な被害が発生した新潟県 (令和4年8月 豪雨)で炊き出しや
障がい福祉施設への支援を行い、令和4年台風15号によって大規模な冠水・浸水被害が発生した静岡県で
は、障がい福祉施設、高齢者施設を中心に、物資配付や復旧に向けた支援を行った。

2事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業

事業名 事 業 内 容
施
所

実
場

施
時

実

日

従事者
の人数
(含現地)

受益対象者
の範囲及び
人数

80,286人

受益者 :

3,900人

受益者

25,401人

受益者 :

9,298人

受益者 :

2,263人

受益者 :

5,900人

受益者 :

2,200人

受益者 :

5,274人

受益者 :

3,394人

事業費の金
額 (千円)

ウクライナ国内避難民お
よび難民への緊急人道支
援

シリア難民に対する複合
的支援

2022/04/01～
2023/03/31

ウクライナ
モル ドバ

22

I tv=

I tv=

7

難民等や被
災者等への

緊急援助お
よび復旧・

復興支援活
動

「

一一一一一一一

2023/02/06ハヤ

2023/03/31

2022/04/01^V
2022/08/31

2022/04/01ハV

2022/07//31

2022/04/01ハウ

2023/03/31

2023/01/10^ヤ

2()23//03//31

2022/08/31^シ

2023/03/31

2022/04/01ハシ

2023/03/31

2022/04/01^ウ

2023/03/31

2022/04/01～
2022/12/31

トルコ地震被災者支援

衛生用品の配布、感染予
防のための啓発活動、水
の供給

食料配布、農業支援

感染症対策

緊急食料および現金配付
事業

パキスタン洪水被災者支
援

元難民現地統合化支援

シリア

シリア

スーダン

10

11

14

10

21

13

1
Ｏ

υ

パキスタン

ケニア

ザンビア

緊急人道支援

ロヒンギャ難民キャンプ
およびホス トコミュニ

ティにおける女性支援

: ,r -/?-

バングラデ
シ ュ

2022/04/01^V

2023/03/31

受益者 :

12,125人

受益者

586人

1 受益者 :
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事業名 事 業 内 容
実 施
日 時

実 施
場 所

従事者
の人数
(含現地)

受益対象者
の範囲及び
人数

事業費の金
額 (千円)

アフガニスタン地震被災
者支援

2022/06/01ハν

2023/03/31

アフガニス

タン
15
受益者 :

5,620人

包括的地雷対策
2022/04/01^シ

2023/03/31

アフガニス

タン
30
受益者 :

16,285人

国内避難民支援
2022/04/01^シ

2023/03/31

アフガニス

タン
30
受益者 :

13,160人

東 日本大震災被災者支援
2022/04/01^ψ

2023/03/31

岩手県、官
城県、福島
県の被災地
域

受益者 :

3,052人

2022/08//05～

2023//03//31

新潟県村上

市
5
受益者 :

2,275人

2022/()9//25´ヽ

2023/03//31
静岡県静岡
市、磐田市

6
受益者
37人

難民等の就
職、就学の

促進活動

教育支援
2022/04/01^ヤ

2023/03/31
ケニア 6

受益者 :

8,999人
144,555コンゴ民主共和国難民お

よび受け入れ地域に対す
る保護・教育支援

2022/04/01^シ

2023/03/31
ウガンダ 9

受益者 :

1,804人

地雷対策責任者および国
連のア ドバイザーによる
会合に参加 し、組織とし
ての能力向上に務めた。
また、 「地雷問題の今」
を考えるシンポジウムを
オンラインで開催 し、地
雷対策について取 り組ん
でいくことの重要性を訴
えた。

2022/04/01^シ

2023/03/31
日本国内、
その他

日本障害者協議会の理事
会、企画・ 政策委員会、
日本障害フォーラムの国
際委員会、障害分野NGO連
絡会の役員会などへの参
加を通 じて、政策提言に
力を入れた。カンボジア
で開催 された、第5回アジ
ア太平洋CBID(地域に根
差 したインクルーシ ブな
開発)の会議に職員7人が
参加 した。

2022/04/01^ヤ

2023//03//31

日本国内、
その他

15
国内外の関係
者等数百人

人権の擁護
又は平和の

推進を図る
ための情報
収集ならび
に啓発活動

151,430

|  |
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1令和4年 8月 豪雨被災者支 |

1援           |
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1台風15号被災者支援   |

|           |

1国 内外の地雷 |
81対策関係者数 |
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事業名 事 業 内 容
実 施
日  日寺

実 施
場 所

従事者
の人数
(含現地)

受益対象者
の範囲及び
人数

事業費の金
額 (千円)

障がい者のための職業訓
練校の運営および就労支
援体市ll強化

2022/04/01^ツ

2023/03/31
ミャンマー 17

受益者 :

4,894人

子どもの未来 (あ した)プ
ログラム (里親制度 )

2022/04/01～

2023/03/31
: rf -/-r- 6

受益者

370人

インクルーシブ教育推進
体制構築 (ヤ ンゴン地域)

2022/09/27^ヤ

2023/03/31
ミャンマ 一` 24

受益者 :

13,165人

カレン州パアン地区にお
けるインクルーシブ教育
支援

2022/05/01ハウ

2023/03/31
ミャ ンマ ー

受益者 :

3,230人

紛争影響地域および都市
近郊部における障がい者
への経済的自立支援

2022/04/01^V
2023/03/31

: ,r -r?- 9
受益者
700人

障がい児の学習支援環境
構築

2022/04/01ハヤ

2023//02//28
パキスタン 18

受益者 :

3,603人

インクルーシブ教育推進
のための教職課程の構築

2022/04/01ハマ

2023//03/′31

タジキスタ

ン
13
受益者

527人

障がいのある女性とその

家族の自立支援

2022/04/01～

2023/01/31

タジキスタ

ン
11
受益者

15人

東 日本大震災被災者支援
(障がい者支援 )

2022/04/01^‐

2023/03/31

岩手県、宮
城県、福島

1県の被災地
1域

3
受益者
256人

(2)その他の事業

事業名 事 業 内 容
実 施
日 時

実 施
場 所

従事者
の人数

事業費の

金額 (千円)

イベン トの

開催

チャリティーコンサー ト
の開催

2022/04/01^V
2023//03//31

東京 25人 628

物品・書籍
の販売

障がい者就労支援施設な
どの商品の販売、その他
物販

2022/04/01ハシ

2023//03//31
東京、その他 7人 19,241

業務受託事
エヒ
Яく

外務省NGO相談員
2022/04/01ハウ

2023/03/31
東京 10人 1,268

18
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事 業 内 容事業名

国際理解教育サポー トプ
ログラムを通 じ、小学校
から大学院までの幅広い

年齢層の生徒 。学生を対
象に講演 。ワークショッ
プを実施 した。また、大
学生のインターンを受け
入れ、AARの活動ならびに

国際協力におけるNGOの役
割について理解を深めて

もらった

在 日難民・避難民支援

2022/04/01^V
2023/03/31

日本国内、
その他

11 数百人

受益者 :

2,445人

事業費の金
額 (千円)

573

307,607

施
所

実
場

施
時

実

日

2022/04/01^シ

2023/03/31

2022/05/12～
2023//03//31

2022/04/01^ウ

2023//03//31

日本国内、
その他

難民等や被
災者等の問
題や支援活
動に関する
情報、資料
の収集、調
査研究

障がい者等
への福祉
サービスの

提供、福祉
に配慮 した
災害に強靭
な社会を創
る防災・減
災活動

アジア太平洋地域の運営
委員 として、国際キャン
ペーンの戦略会合にオ ン

ラインで参加 した。また
2023年2月 には、世界の
キャンペナーとのネット
ワークの構築と強化のた
めにコスタリカで開催さ
れたグローバル会議に参
加 した。

調査 。研究 緊急人道支
援、難民支援、障がい者
支援、 地雷対策、感染症
対策といった主要な活動
分野における専門性や事
業の質を高められるよう
必要な調査や研究を行っ
た。関連の国際会議、
ネット ワーク会合やセ ミ
ナー、シンポジウムヘの

参加、専門誌への寄稿な
どを通 じて、AARの経
験 。知見を積極的に発信
した。

障がい児のためのインク
ルーシブ教育普及

現地団体の能力強化を通
した障がい者の社会参加
支援

ラオス

カンボジア

受益者

46人

従事者
の人数
(含現地)

受益対象者
の範囲及び

人数

日本国内、
その他

日本国内、
その他

受益者
309人

障がい者支援
2022/09/05^V

2023//03//31
シリア 15

地雷被害者生計支援
2022/04/01^ウ

2023//03//31
ウガンダ

受益者

15人

障がいインクルーシブな
地域社会の推進支援

2022/04/01^シ

2023/03/31
10
受益者

262人

2022/04/01ハウ

2023/03/31
11
受益者 :

12,552人

2022/04/01^ウ

2023/03/31
カンボジア 10

1会報読者など

1 数万人

|           |

|オンライン会 |
31議出席者など|
1 数百人  |
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書式第 14号 (法第 28条 関係 )

令和4年度 活動計算書 (そ の他事業がある場合 )
事 業 報 告 用

科 目 特定非営利活 :

金 額
功に係る事業
小計・合計 合計

1受収会貢
正会員受取会費
協力会員受取会費

1   3,278:000
768,000
2,510,000

3,278,000

2 受取寄附金
受取寄附金
受取寄附金振替額
資産受贈益

802,099,303
795,539,288

6,560,015

243,742

243.742

802,343,045

1  1,102,727,219
,314,720
,412,4991

1,102,727,219

4事業収益
イベントの開催
物品販売
受託収益
その他の事業収益

728,603
2,209,611

2,938,214 30,348,068
974,500
25,413,138
3,929,151
31,279

33,286,282

5その他の収益
受取利息
受取配当金

為替評価益
前期損益修正益
雑収入

22可 ,949
1,260,000
18,551,308
402,301
2,コ 81,380

22,616,938 506

494

22,617,444

1,933,659,674 30.592,316 1.964.251.990

332,794,930
695,000
46,106,013
1,367,023

380,962,966 4,946,317
4,33],372

608,334
6.611 1

385,909,283

海外人件費(海外現地雇用)
直接事業費(配付・機材・支援)
渡航責
旅費交通費
減価償却費
印刷製本費
宣伝広告費
通信運搬費
賃借料
支払報酬。手数料
売上原価
消耗品・備品費
保険料
委託費
租税公課

給料手当
退職給付費用
法定福利費

1 1,289,200,140
212,483,984
911,737,502
43,824,582
18,684,089
4,078,596
6,727,614
10,780,525
19,049,584
6,263,2¬ 31
35,471,5251

2,097,2571
3,007,4301
6,325,3801
389,2721
8.279.5871

2,065,977
1,607,436
731,469
8,722,450
319,270
6,020

16,]90,781

882,496

771,844
58,836

460,301
564.682

1,305,390,921

1.670.163.106 21.137.098 ¬,691,300.204

34,760,362
7,636,800
]9,582,980
3,725,000
3,626,329
189,253

34,760,362

消耗品・備品費

退職給付費用
法定福利費

水道光熱費
通信運搬費

減価償却費
諸会費

役員報酬
給料手当

賃借料
旅費交通費
支払報酬・手数料

保険料
委託費

1,066,757
1,493,405
698,439
15,853,909
272,666
5,509,203
283,823
10,000
29,660

27,964,991

2,747,129

27,964,991

62,725.353 62,725,353
1.732.888.459 21.¬ 37,098 1,754,025,557組

9.455.218 210.226.433

指定正味財産からの振替額 138,518,781

織 ¬38.518,781 138,518,78]

固定資産除却損 85,601

85.60185,60]
138.433.180 138.433.180

-7.711.7187,711,718
・④ 346,916,]13 1,743,500 348,659,613

565.456.220
1,743,500

912_372_■ RR繰 馘 一 般 T映 財 912.372.333

受取寄付金
受取補助金等
一般正味財産への振替額 -138,518,781

-138.518.781-138,518,781
138,518,781

⑧ +(
912.372.333財 庫 期 末 残 高 ぐ + 912,372,333

縫 冨 収 盃

3 受収助成金等
民間助成金
公的助成金

常 11又 苓 計

経 常 詈 田

則 経 冨 晴 減 額 【A】 ―悶 ・・・0
｀1継 堂 べ 」V本

法 人祝 、任 民祝 及 ひ畢 栗祝 ・・・∪

前 期組 織 ―冊 下映 財産箱 ・・・0

前 期繰識 指 定 T陳 財産箱 ・・・⑨



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和4年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特 定 活動法人 難民を助ける会
圭位 :円

充動資産

現金預金
売掛金
前渡金
立替金
未収金
前払金
貯蔵品
棚卸資産

134,770
3,485,369
5,617,334
3,100,725
1,846,846

1,620,047,874
1,902,496

産合計  ・・・(1) 1,636,135,414 1,636,135,414
固定資産
(1)有形固定資産
車両運搬具
什器備品
建物

691,218
2,866,143
25,503,219

29,060,580

ソフ トウェア 3,488,100

(3)投資その他の資産
敷金
投資有価証券

8,638,760

子産合計 ② 41.187.440 41.187.440

【A】 資 産 合 計 ①+② 1,677,322,854 1,677,322,854

7,170,000退職給付引当金

0002

1

7 17

757 780 521

B-1

前受金
未払金
預り金

644,329,203
106,288,951
5,418,867

B-2 の

18 7811

-1

912 372 333

346 916 113

912 372 333
022

18 781

1,677,322,854

1

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B― ¬】+【 B-2】 |



2

令和4年度 計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定上営利活動法人 難目を動 1」こ会

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準(2010年 7月 20日 2017年 12月 12日最終改正 NPO法人会計基準協議会)
によつています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は最終仕入原価法によっています。
(2)固定資産の減価償却の方法
固定資産の減価償却は定額法によつています。
(3)引当金の計上基準
・ 退職給付引当金

従業員の将来の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務金額に基づき当期末において発生していると認められる金額を計上しています。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算しています。

(4)消費税等の会計処理
消費税等は税込金額により処理しています。

事業別損益の状況

科目
難民等や被災者等への
緊急援助および復旧・

復興支援活動

難民等や被災者等の就
職、就学の支援活動

人権の擁護又は平和
の推進を図るための情
報収集ならびに啓発活
動

難民等や被災者等の
問題や支援活動に関
する情報、資料の収
集、調査研究

障がい者等への福
祉サービスの提供、
福祉に配慮した災
害に強靭な社会を
創る防災・減災活動

イベントの開催 物品、書籍の販売 業務受託事業

I

1.

2
3.

4
5

経常収益

受取会費

受取寄附金

受取助成金等

事業収益

その他収益

経常収益計
Ⅱ
(1)

経常費用
1人件費(国内外職員)
役員報酬

給料手当

退職給付費用

法定福利費

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費
海外人件費 (海外現地雇用)

直接事業貴

渡航・旅費交通費

賃借料

通信運搬費

減価償却費

支払報酬・手数料

印刷製本費

宣伝広告費

売上原価

消耗品・備品費
その他の費目

その他経費計
(3)その他の費用
経常費用計
当期経常増減額

562,914,978
774,253,913

7,544,216
68,865,159

2,476,865
11,948,000

6,000 2,629,533
247,131,934

974,500

243,742

25,413,138
31,785

3,929,151

],337.168.891 76.409.375 14.424.865 6000 25,688,665 3,929,151

148,133,207
695,000
21,881,715
641,456

47,874.540

6,212,645
63,933

79,210,662

11,150,414
137.391

469,501

65,531

57,107,020

6,795,708
524.243

129,941

18,250

3,941,549

553,584

259,882

36,500
6.611

90,498,467 535,032 64,426.971 148,191 4.495.133 302.993

146.506,958
679,264,374
32,522,636
3,042,392
6,786,949
792,230
14,938,119
499,772
14,960

956,113
9.322.297

14,938,205
64,210,722
7,102,663

42,702
2,047,253
1,462,116

207,641

110,266
282.257

3,398
3,802,340
3,220,821
11,965,934
1,207.192
14,789,230
6,219,623
10,557,924

859,365
8.305.430

23.551

15000

51,038,821
168,259,008
19,057,481

253,999
31,921
4,282,060
8,219

171,513
76.685

3,316
48,223
101,212

1,650
48,320

277.035

5,290
1,462,767
1,962,472

727,118
834,176

8,722,450
319,270
712.510

822,074
96,446
2,293

2,701

41458
894.646.800 90,403.825 60.931.257 38.551 243.179.707 479.756 14.746.053 964.972

科 目 事業部門計 管碑部門 合計

I 経常収益
1 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費(国内)
役員報酬

給料手当

退職給付費用

法定福利費

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費
海外人件費(海外環地雇用)

直接事業費

渡航・旅費交通費

賃借料
通信運搬費

減価償却費

支払報酬・手数料

印刷製本費
宣伝広告費

売上原価

消耗品・備品費
その他の費目

その他経費計
(3)その他の費用
経常費用計
当期経常増減額

575,815,334
1,102,199,006
30,316,789
31.785

3,278,000
226,527,711
528,213
2,969,493
22.585.659

3,278,000
802,343,045
1,102,727.219
33,286,282
22.617.444

1,708.362.914 255,889,076

337,126,302
695,000
46,714,347
1373634

7,636,800
19,582,980
3,725,000
3,626.329
189253

7,636,800
356,709,282
4,420,000
50,340,676
1562887

212,483,984
911,737,502
63,339,351
7,870,649
21,115,561
4,078,596
36,202,994
7.610,110
10,780,525
8,722,450
2,416,527
19.032.672

272,666
15,853,909
698,439
283,823
5,509,203

1,066,757
4.280.194

212,483,984
911,737,502
63,612,017
23,724,558
21,814,000
4,362,419
41,712,197
7,610,110
10,780,525
8,722,450
3,483,284
23.312.866

1.305,390.921 27.964,991



書式第 16号 (法第 28条関係 )
3使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。

当法人の正昧財産は912,372,333円ですが、そのうち493,417,929円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は418,954,404円です。

難民等へ緊急・支援事業
寄付金・助成金

難民等への緊急支援・

国際協力活動支援補助金

233,424,581 523,541,468

1,102,727,219

263,548,120

1,102,727,219

493,417,929
翌期に使用予定の難民等への緊急・支援事業活動資金(主に東日本震災関連事業費)

補助金の総額1,852,282,428円 のうち活動計算書に計上した額は
1,102,727,219円 で差額749,555,209円 は未払金、前受金に含めて計上して
あります

4固定資産の増減内訳

有形固定資産

車両

産資定

品

物

副

備
建
物毎¨
ソフトウェア

投資その他の資産

敷金

保証金

投資有価証券 (株式受贈 )

17,682,255
15,592,869
38,151,431

4,983,000

8,651,760

12.000

1,924,064 346,134

25,000

17,682,255
17,170,799
38,151,431

4,983,000

8,626,760

12000

16,991,037
14,304,656
12,648,212

1,494,900

691,218
2,866,143
25,503,219

3,488,100

8,626,760

86.626.245

5役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです

科目 計算書類に計上された
金額

内役員及び近親者との
取引

(活動計算書 )

受取会費

受取寄付金

事業収益

3,278,000
802,343,045
33.286.282

56,000
1,263,918
198.856

(買信対照表 )

該当なし 該当なし

6その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正昧財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項
・ 事業費と管理費の按分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給料手当、退職給付費用、福利厚生費及び旅費交通費については従事割合に基づき按分しています。

・「事業別損益の状況」の経常収益欄で使途等が制約されてない会費・寄付金等は管理費の科目に含めています。
・ その他の事業に係る資産の状況
その他の事業に係る資産の残高は棚卸資産が1,846,846円 です。



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和4年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 難民を け る

1,902,496

5,617,334

3,100,725

1,846,846

海外傷害保険金
前払金

ネL品ふるさと納税返
棚卸資産

846

000

770

21 5,

1,902,496

1,885,725

134,770

3,485,369

現金預金
手元現金 (東京事務所)
預金 (東京事務所普通預金・定期預金48口座 )
預金 (東京事務所郵便振替6口座 )
国内現預金 (佐賀事務所 )
海外現預金 (海外 14事務所 )

海外事務所家賃保証金等
翌年度コンサー ト会場費
貯蔵品
切手

売掛金
個人・法人 (物販 )
前渡金

海外事務所送金未着
消費税還付金
外務省 (N00相談費用・NGO研究会)

職員家賃ほか
未収金

航空券保証金 (世界食糧計画)
立替金

PCお よび周辺機器48台、発電機7台、無線機他38台
建物

車両運搬具
事業用車両6台

什器備品
691 21

25,503,219

691,218

2,866,143

ソフトウェア
2

ス ム

3,488,100

8,626,760

佐賀事務所
投資有価証券

モ ノ

敷金
ミズホビル

仙台事務所
相馬連絡所

【A】 資 産 合 計 ①十② 1,677,322,

前受金
特定非営利活動法人ジャパン・プラットフォーム

(2023年度事業費)
外務省日本NGO連携無償資金協力
(2023年度事業費)

644,329,203

106,288,951

5,418,867

1,743,500

法人税等確定税額 (法人都県民税)

国連難民高等弁務官事務所 (UNHCR)
未払金

海外事務所源泉所得税等
未払法人税等

007

100
620,400

31,453,7941
73,470,9761
301,236
1,062,945

特定非営利活動法人ジャパン・プラットフォーム (事業費返還金)
外務省日本NGO連携無償資金協力 (事業費返還金)
ドイツ国際協力公社
交通費等未精算
預 り金
源泉所得税
住民税

■――望鯉里牢

625,002
587,900

757 521

764,950,521【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 一 【B-1】 912,372,333

620 047 8741

134,

1    4,924,3341
1       693.0001~|~~~~T

1     2,453,9401
1       824,7001
1       39 9431

________上 _______型蟹:L亜塑‐l

1    1,464,8501
1   800i909:7581

1   496,005,3031
1       668,7861

____上 __望堅型型コ

1     7.835.2601

1       450 0001

1       11,5001

________|___________:L§≦21_Q12`≧ |

|

296.356,7471

344,644,4491

7,170,000



書式第18号 (法第28条関係 )

事 業 報 告 用

令和4年度年間役員名簿
(前 事 業 年 度 に お い て 役 員 で あ つ た こ と が あ る 全 員 の 氏 名 及 び 住 所 又 は 居 所 並
び に こ れ ら の 者 に つ い て の 前 事 業 年 度 に お け る 報 酬 の 有 無 を 記 載 し た 名 簿 )

生定主賞菫上洒回」法L△難民」を』甕1土五会

1確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係 )

2役員一覧

役 名
どちらかに○

(フリガナ )
前事業年度内
就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏 名

)zA7 =*t(zii- :z*-) R4年 4月 1日

R5年 3月 31日

年

年

月 日

日月志屯「 有紀枝
(長 有紀枝)

クロカワ タキコ

(カトウ タキ)
R4年4月 1日

R駐午3月 31日

年

年

月 日

日月黒川 多喜子
(加藤 タキ)

理事 監事

ホリエ ヨシテル R4年 4月 1日

R駐午3月 31日

R4`午: 4月  1日

R5年: 3月 31日堀江 良彰

理事 監事

イセザキ ケンジ

(イセザキ ケンジ)
R4年4月 1日

R5年 3月 31日

年  月  日

年 月 日伊勢峙 賢治
(伊勢崎 賢治)

理事 監事

スギウラ チアキ
(フルカワ チアキ)

R4年4月 1日

R5年 3月 31日

年

年

月 日

日月杉浦 千晶
(古川 千晶 )

睡日・監事
オシダリケンロウ R4年 4月 1日

R5年 3月 31日

年

年

月

月

日

日忍足 謙朗

圧垂劃・監事
タカハシ キョウコ R4年4月 1日

R駐午3月 31日

年

年

月 日

日月高橋 敬子

巨∃・監事
オカヤマ ノリヤス R4年 4月 1日

R5年 3月 31日

年

年

月 日

日月岡山 典靖

E垂劃・監事
カトウ ベン R4年4月 1日

R5`午 3月 31日

年

年

月 日

月 日加藤 勉

10 理事 監事

コウノ マコト R4年 4月 1日

R駐午3月 31日

年

年

月 日

日月河野 員

11 理事 監事

ゴウノウ アキコ R4年4月 1日

R5年:3月 31日

年

年

月  日

月 日郷農 彬子

巨垂劃。監事

圧垂劃・監事



書式第18号 (法第28条関係 )

事 業 報 告 用

役 名
(どちらかに○)

(フリガナ)
前事業年度内

就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏 名

12 理事 監事

シラカワ ヒロシ R4年 4月 1日

R5年 3月 31日

年

年

月 日

日月白川 浩司

13 睡垂割・監事
スギタ ヨウイチ R4年4月 1日

R5年 3月 31日

年

年

月 日

日月杉田 洋一

14 歴垂劃・監事
タニガワ マリ R4年4月 1日

R5年 3月 31日

年

年

月 日

日月谷川 真理

15 巨詞・監事
イトウ ミチコ

(タバタ ミチコ)
R4年4月 1日

R5年 3月 31日

年

年

月 日

日月伊藤 美智子
(田畑 美智子)

16 匡∃・監事
ナトリ イクコ R4年4月 1日

R5年 3月 31日

年

年

月 日

日月名取 郁子

17 圧垂劃・監事
ヌマタ ミホ R4年14月 1日

R5年 3月 31日

年

年

月 日

日月沼田 美穂

18 睡垂劃・監事
ハギワラ ソパナ R4年4月 1日

R5年 3月 31日

年

年

月 日

日月萩原 ソパナ

19 睡垂劃・監事
ミヨシ ヒデカズ R4年4月 1日

R5年 3月 31日

年

年

月

月

日

日三好 秀和

20 睡垂劃・監事
モリエリサ
(モリスワン)

R4年4月 1日

R5年 3月 31日

年

年

月 日

日月
森 絵里咲
(森 スワン)

21 歴菱罰・監事
ワシダ マリ
(ワシダ マリ) R4年4月 1日

R5年 3月 31日

年

年

月

月

日

日鷲田 員理
(鷲田 マリ)

22

7fi'7-? -?t)= R4年4月 1日

Rり手3月 31日

年

年

月 日

日月菅沼 真理子

23

ヤマグチ アキヒコ R4年4月 1日

R5年 3月 31日

年

年

月 日

日月山口 明彦

24 理事・監事
年

年

月 日

日月

年

年

月 日

日月

25 理事・監事
年

年

月 日

日月

年

年

月 日

日月

理事極≡劃

理事。巨甕目



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立 目事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人 難民を助ける会

氏    名

1 井澤 廣美

2 狩野 葉子

3 富田 延子

4 吉川 あつ子

5 半沢 弘子

6 長井 須美子

7 玉岡 昇治

8 安田 敏明

9 渡部 洋子

10
株式会社マガジン

マー ト

11 長谷川 容一郎

12 石堂 修


